
事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
エジプト  ザファラーナ風力発電事業 
（貸付契約調印日：2003年 12月 11日、承諾金額：13,497百万円） 
借入人：新・再生可能エネルギー庁 

(NREA： New and Renewable Energy Authority) 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
エジプトの人口は 6,520万人(2001年世銀統計、以下同じ出所)であり、中東地域人
口の約 20％を占める大国であるとともに、人口増加率(2001年)は 1.9％と高い。ま
た、一人当たり国民所得(2000年)は 1,490米ドルであり、中所得開発途上国に属す
る。実質経済成長率は、2001年 9月 11日の米国テロ事件の影響を受け、3.3％(2001
年)に低下したものの、プラス成長を維持している。同国は第 5次 5ヵ年計画(2002/03
～2007/08 年、エジプト会計年度(7 月～6 月))において、今次計画期の年平均実質
GDP成長率の目標を 6.2％に設定しており、また開発目標としては、比較優位のあ
る資本財及び高付加価値の製品に焦点をあてた工業化プロセスの促進等を目標とし

ている。 
電力セクターにおいては、国内の年間電力消費量が 1997年から 20年間で約 3倍
になることが見込まれており、急激な需要増加に伴う深刻な電力供給不足が懸念さ

れている。エジプト政府は、この電力需給逼迫に対応して必要な電力供給量を確保

しつつ、省エネルギーおよび環境保全を進めるため、(1)燃料の多様化、(2)効率性の
改善、(3)省エネルギー、(4)新・再生可能エネルギーの活用促進を進めており、その
一環として長期電源開発計画（2002年～2012年）で計画する 11,279MWの電源開
発のうち 880MWを 2010年迄に新・再生可能エネルギー（うち 815MWを風力発
電）によって賄う方針である。 

同方針の下で計画された本事業は、風力エネルギーの活用により、電力供給量の

増加に加え、化石燃料使用の抑制により大気汚染の緩和ならびに温室効果ガスの排

出削減に寄与するものであり、同国の経済成長に必要な電力供給の確保と環境保全

の両立の観点から必要性が高い。 

本行は海外経済協力業務実施方針にて、「経済成長に向けた基盤整備」を重点分野

と位置付け、電力を含む経済・社会インフラの整備を通じて経済成長を促進するた

めの支援を行う方針を掲げており、また、重点分野である「地球規模問題への対応」

の一環として風力等の再生可能エネルギー導入を積極的に支援するとしている。本

事業は、エジプト国内における電力供給量の増加に寄与し同国の経済成長を促進す

るとともに、風力エネルギーの活用により化石燃料の燃焼を抑制し、温室効果ガス

の排出削減に資するものであることから、本行の支援方針に合致するものであり、



本行が支援する必要性及び妥当性が認められる。 
 
参考）借入国の経済成長率推移 
年度 1997/98 1998/99 1999/00 2000/01 2001/02 2002/03 

実質 GDP成長率
(%) 

5.3 4.6 6.3 5.1 3.1 3.2 
 

３．事業の目的等 
カイロ南東 220km に位置する紅海沿岸ザファラーナ地区に 120MW の風力発電所
を新設することにより、(1)電力供給量の増加に加え、(2)化石燃料使用の抑制により
大気汚染を緩和し、(3)同規模の火力発電所を稼動させた場合に比して温室効果ガス
の排出を削減し地球温暖化の抑制に寄与することを目的とする。 

４．事業の内容 
(1) 対象地域名 エジプト・アラブ共和国 ザファラーナ地区（カイロ南東 220km） 
(2) 事業概要 
ザファラーナ地区において、以下の通り、120MW の風力発電所の建設、同発
電所の系統連系を行うための変電設備の増設、同事業に必要な資機材の調達、

土木・電気工事を行うもの。 
①風力発電所建設(詳細設計、資機材調達･据付、土木・電気工事) 
②変電設備増設(資機材調達･据付、土木・電気工事) 
③コンサルティング･サービス(設計・施工監理等) 

(3) 総事業費 
18,466百万円（うち、円借款対象額 13,497百万円） 

(4) スケジュール 
2003年 12月～2007年 2月を予定 
(5) 実施体制 
実施機関：風力発電所建設は新･再生可能エネルギー庁(NREA：New and 
Renewable Energy Authority)、変電設備増設はエジプト送電会社(EETC：
Egyptian Electricity Transmission Company)が担当する。 

(6) 環境及び社会面の配慮 
① 本事業は、砂漠地帯における風力発電所の新設及び既往変電所内の増設であ

り、本行環境ガイドライン(99 年 10 月版)上、セクター、地域特性及び事業

特性が A種の要件に該当しないことから、B種に該当する。 
② エジプト国の法制度上、本事業はスクリーニングフォーム B（プロジェクト

の概略、建設工法、想定される環境問題の有無などを記載したもの）の作成

と環境庁（EEAA）による承認が求められており、1999 年 8 月に承認済み。 



③ 事業予定地は砂漠地帯にあり、本事業のために確保済みであり、住民移転は

発生しない。また、文化財・自然保護地域ではない。 
④ 自然環境への特段の負の影響は予見されない。近傍の紅海はヨーロッパと中

部・南部アフリカ間の渡り鳥の飛行ルートとなっているが、事業予定地自体

は渡りの中継点にはない。 
⑤ 近傍に人家が無いため、特段の騒音影響は予見されない。 

 
(7) その他特記事項 
特になし。 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 
 

指標 
目標 

(事業完成後 2年目) 

設備利用率 40％ 

計画外停止時間 

（機器故障・暴風他による） 
0 時間/年 

計画点検・補修による停止時間 

（各ユニット毎） 
13 時間/年 

稼働率 97％ 

最大出力 120MW 

送電端電力量 415GWh/年 

CO2排出削減量（注） 27 万 tCO2/年 

(注) 算出の根拠：エジプトの標準的な火力発電所（重油・天然ガスの混合焚き）で、本事業の

年間発電電力量と同量の発電を行った場合の年間 CO2排出 

 
(2) 内部収益率 EIRR：16.90％、FIRR： 1.22% 
①費用：建設工事費、維持管理費（EIRR・FIRR共） 
②便益：電力供給量増、CO2削減に係る便益、燃料の国内利用節約分の輸出に伴

う差益（EIRR） 
売電による収入、補助金（FIRR） 

③プロジェクトライフ：20年 
６．外部要因リスク 
(1) エジプトの経済動向・電力需要動向 
(2)天候の異常および自然災害 



７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
  過去の事後評価において、実施機関が複数に亘る場合に、各機関の責任分担を明
確にし、十分な連携が重要であることが教訓として得られている。本事業では事業

実施のプロセスにおける２実施機関の責任分担は明確になっているが、両機関の間

で十分な情報共有を行うよう本行より指導している。今後は NREA が EETC より
変電設備増設の進捗報告を受け、本事業全体をモニタリングすることとしている。 
 また、既往発電所案件においては、発電所自体は工期どおりに完成したものの、

送電線および変電所の一部建設が遅れたために効果発現が遅延した事例がある。本

事業の実施にあたっては、発電所建設および変電設備増設がスケジュール通りに行

われるよう上記の方法でモニタリングする。 
８．今後の評価計画 
(1)今後の評価に用いる指標 
① 設備利用率（％） 
② 計画外停止時間（機器故障による）（時間 / 年） 
③ 計画外停止時間（暴風その他による）（時間 / 年） 
④ 計画点検・補修による停止時間（時間 / 年） 
⑤ 稼働率（％） 
⑥ 最大出力（MW） 
⑦ 送電端電力量（GWh / 年） 
⑧ ⑧ CO2排出削減量（t CO2/年） 

(2)内部収益率 EIRR（%）、FIRR（%） 
(3)今後の評価のタイミング 
事業完成後 

 


